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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

規 則

○鹿児島県事務処理規則の一部を改正する規則（※） （人事課取扱い）１

鹿児島県事務処理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成31年３月29日

鹿児島県知事 三反園訓

鹿児島県規則第36号

鹿児島県事務処理規則の一部を改正する規則

鹿児島県事務処理規則（平成５年鹿児島県規則第16号）の一部を次のように改正する。

第５条第１項中「県民生活局，危機管理局」を「文化スポーツ局，男女共同参画局，危機管

理防災局」に，「県民生活局長」，「危機管理局長」を「文化スポーツ局長」，「男女共同参

画局長」，「危機管理防災局長」に改める。

第14条第１項の表部局長の項中

「
土木部 土木監 次長（土木部長 監理課長

が定めた担当事

務の区分に応じ， を

当該事務を担当

する次長）
」

「
土木部 次長（土木部長 主務課の課長

が定めた担当事

務の区分に応じ，

当該事務を担当

する次長）。た

だし，本港区ま

ちづくり総括監

の所管に属する に改め

事項を除く。

本港区まちづく 参事（本港区ま 港湾空港課長

り総括監。ただ ちづくり担当）

し，本港区まち

づくり総括監の

所管に属する事

項に限る。
」

る。

別表第１中33の項を34の項とし，18の項から32の項までを１項ずつ繰り下げ，同表17の項第
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６号イ備考の欄中「県民生活局」を「文化スポーツ局及び男女共同参画局」に改め，同項を同

表18の項とし，同表中16の項を17の項とし，13の項から15の項までを１項ずつ繰り下げ，12の

項の次に次の１項を加える。

13 所有者  事業の準

不明土地 備のための ○

の利用の 土地立入り

円滑化等 等に関する

に関する 事務（法６）

特別措置  障害物の ○

法（平成 伐採等に係

30年法律 る許可申請

第49号。 並びに公告

以下この 及 び 通 知

項中「法」 （法７）

という。）  土地の立 ○

の施行に 入り等及び

関する事 障害物の伐

務 採等に係る

損失の補償

並びにそれ

に係る協議

（法９①②）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請（法10

①②）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請に係る

関係行政機

関への意見

書の提出要

求（法10③

ⅢⅣ）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請に係る

意見書の交

付（法10③

ⅢⅣ）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請に係る

協議会の開

催等に関す

る事務（法

10⑤）

 土地使用 ○

権等の取得

に係る補償
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金の支払い

及 び 供 託

（法16，17）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定申請

（法19①）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定申請

に係る関係

行政機関へ

の意見書の

提 出 要 求

（ 法 1 9 ②

〔 1 0 ③ Ⅲ

Ⅳ〕）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定申請

に係る意見

書 の 交 付

（ 法 1 9 ②

〔 1 0 ③ Ⅲ

Ⅳ〕）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

に係る補償

金の支払い

及 び 供 託

（ 法 1 9 ④

〔16，17〕）

 使用権設 ○

定土地が地

域福利増進

事業の用に

供されてい

る旨を表示

した標識の

設置（法20

①）

 土地使用 ○

権等の全部

又は一部の

譲渡をする

場合の知事
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への承認申

請（法22①）

 土地の返 ○

還等に関す

る事務（法

24）

 知事に対 ○

する特定所

有者不明土

地の収用又

は使用の裁

定 の 申 請

（法27，37

①②）

 不在者の ○

財産及び相

続財産の管

理人の選任

の家庭裁判

所への請求

（法38）

 土地に工 ○

作物を設置

している者

等に対する

土地所有者

等関連情報

の提供の要

請（法39⑤）

別表第２の１の表各課共通の項第１号，第８号，第12号及び第16号の備考の欄中「県民生活

局」を「文化スポーツ局及び男女共同参画局」に改める。

別表第２の２の表各課共通の項第30号を次のように改める。

 旅費で精算額が概 ○

算額と同額のものに

ついての精算確認

（庶務事務システム

（職員等の服務，給

与，福利厚生，旅費

等に関する事務を処

理する電子情報処理

組織をいう。以下同

じ。）により処理す

るものに限る。）

別表第４の表１の項中「（第３項に掲げるものを除く。）」を削り，同表３の項を削り，同

表中４の項を３の項とし，５の項から25の項までを１項ずつ繰り上げる。

別表第６財政課の表８の項を同表10の項とし，同表７の項中「関する」を「用いる」に，

「８①」を「７①」に改め，同項を同表９の項とし，同表６の項の次に次の２項を加える。

７ 自動車 自動車重量 ○

重量譲与 譲与税の額の

税法（昭 算定に用いる



- 5 -

鹿 児 島 県 公 報 平成31年３月29日（金）第3506号の17

和46年法 資 料 の 提 出

律第90号。 （法５）

以下この

項中「法」

という。）

の施行に

関する事

務

８ 航空機 航空機燃料 ○

燃料譲与 譲与税の額の

税法（昭 算定に用いる

和47年法 資 料 の 提 出

律第13号。 （法５）

以下この

項中「法」

という。）

の施行に

関する事

務

別表第６生活・文化課（消費者行政推進室を含む。）の表中「生活・文化課（消費者行政推

進室を含む。）」を「文化振興課」に改め，同表中１の項から16の項までを削り，同表17の項

事務の種類の欄を次のように改める。

文化振興

の企画及び

総合調整並

びに実施に

関する事務

別表第６生活・文化課（消費者行政推進室を含む。）の表の次に次の２表を加える。

世界文化遺産課

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

世界文化  世界文化 ○

遺産の管理 遺産の管理

保全，普及 保全，普及

啓発及び情 啓発及び情

報発信に関 報発信に関

する事務 する基本方

針の決定

 世界文化 ○

遺産の管理

保全，普及

啓発及び情

報発信に関

する重要な
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行政上の措

置の決定

 世界文化 ○

遺産の管理

保全，普及

啓発及び情

報発信に関

する各部間

の総合調整

 世界文化 ○

遺産の管理

保全，普及

啓発及び情

報発信に関

する行政上

の措置の決

定

 世界文化 ○

遺産の管理

保全，普及

啓発及び情

報発信に関

する関係機

関，団体等

との連絡調

整

 世界文化 ○

遺産の管理

保全，普及

啓発及び情

報発信に関

する事業の

実施

スポーツ振興課

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

スポーツ  スポーツ ○

振興の企画 振興に関す

及び総合調 る各部間の

整並びに実 総合調整

施に関する  スポーツ ○

事務 振興の実施

に関する関

係機関・団
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体との連絡

調整

 スポーツ ○

振興に必要

な調査の実

施及び資料

の収集

 スポーツ ○

振興に関す

る事業の実

施計画の策

定

 スポーツ ○

振興に関す

る事業の実

施計画に基

づく事業の

実施

別表第６共生・協働推進課の表を削る。

別表第６青少年男女共同参画課（男女共同参画室を含む。）の表の次に次の１表を加える。

くらし共生協働課（消費者行政推進室を含む。）

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

１ 特定非  特定非営 ○ かごし

営利活動 利活動法人 ま県民

促 進 法 の設立，定 交流セ

（平成10 款変更及び ンター

年法律第 合併の認証 副館長

７号。以 又は不認証

下この項 の決定並び

中「法」 に認証又は

という。） 不認証の決

の施行に 定 の 通 知

関する事 （法12①③，

務 25⑤，34⑤）

 特定非営 ○ かごし

利活動法人 ま県民

からの届出 交流セ

等 の 処 理 ンター

（法13②， 副館長

23①，25⑥

⑦，29，31

④，31の８，

32の３，39
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②）

 特定非営 ○ かごし

利活動法人 ま県民

の仮理事等 交流セ

の選任（法 ンター

17の３，17 副館長

の４）

 特定非営 ○ かごし

利活動法人 ま県民

の解散の認 交流セ

定及び残余 ンター

財産の譲渡 副館長

の認証（法

31②，32②）

 特定非営 ○ かごし

利活動法人 ま県民

からの報告 交流セ

の徴収及び ンター

検査の実施 副館長

（法41①）

 特定非営 ○ かごし

利活動法人 ま県民

に対する改 交流セ

善命令（法 ンター

42） 副館長

 特定非営 ○ かごし

利活動法人 ま県民

の設立の認 交流セ

証の取消し ンター

（法13③， 副館長

43①②）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人の認定 交流セ

又は不認定 ンター

の決定及び 副館長

認定又は不

認定の通知

（合併の場

合を含む。）

並びに認定

の有効期間

の更新（法

45①，49①，

51⑤，63①

⑤）

 特例認定 ○ かごし

特定非営利 ま県民

活動法人の 交流セ

認定又は不 ンター



- 9 -

鹿 児 島 県 公 報 平成31年３月29日（金）第3506号の17

認定の決定 副館長

及び認定又

は不認定の

通知（合併

の場合を含

む。）（法

59，62〔49

①〕，63②

⑤〔49①〕）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人等から 交流セ

の届出等の ンター

処理（法52 副館長

②，53①④，

55，62）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人等から 交流セ

の報告の徴 ンター

収及び検査 副館長

の実施（法

64①②）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人等に対 交流セ

する勧告及 ンター

びその内容 副館長

の公表並び

に勧告に係

る命令及び

そ の 公 示

（法65①②

③④⑥）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人に対す 交流セ

るその他の ンター

事業の停止 副館長

命令及びそ

の公示（法

66〔65⑥〕）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人等に対 交流セ

する認定又 ンター

は特例認定 副館長

の取消し並

びにそれに

係る通知及



- 10 -

鹿 児 島 県 公 報 平成31年３月29日（金）第3506号の17

び取消しの

公示（法67

〔 4 9 ① ②

③〕）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人等に対 交流セ

して適当な ンター

措置を採る 副館長

ことが必要

であると認

めるときの

所轄庁に対

する意見の

陳述（法68

①）

 認定特定 ○ かごし

非営利活動 ま県民

法人等に関 交流セ

する事務の ンター

実施につい 副館長

ての所轄庁

以外の関係

知事に対す

る要請（法

68③）

 法の施行 ○ かごし

のための官 ま県民

庁，公共団 交流セ

体等への照 ンター

会又は協力 副館長

依頼（法73）

２ 交通安  県交通安 ○

全対策基 全計画の円

本法（昭 滑な実施を

和45年法 図るための

律 第 110 指定地方行

号。以下 政機関の長，

この項中 関係地方公

「法」と 共団体の長

いう。） 等に対する

の施行に 要請，勧告

関する事 及 び 指 示

務 （法27）

 海上交通 ○

又は航空交

通の安全に

ついての中

央交通安全

対策会議又
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は関係指定

行政機関の

長に対する

要請（法28）

３ 物価物  物価物資 ○

資対策の 対策に関す

企画及び る基本方針

総合調整 の決定

に関する  物価物資 ○

事務 対策に関す

この項 る各部間の

中鹿児島 総合調整

県民の消  生活関連 ○ ○ 地域振 地域振

費生活の 商品の需給 興局長 興局長

安定及び 状況及び価 支庁 及び支

向上に関 格動向に関 長 庁 長

する条例 する情報の は，情

（昭和52 収集及び提 報の収

年鹿児島 供（条例17 集に限

県条例第 ①） る。

33号）を  事業者に ○

「条例」 対する生活

という。 関連商品の

供給等の協

力要請（条

例18）

 緊急措置 ○

を要する生

活関連商品

の指定又は

解除及びそ

の告示（条

例19）

 指定商品 ○

の調査（条

例20）

 価格調査 ○

員及び離島

物価モニタ

ーの委嘱

 価格調査 ○

及び各種物

資対策事業

の実施

 指定商品 ○

の売渡し勧

告（条例21）

 指定商品 ○

の価格の引

下 げ 勧 告
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（条例22）

 事業者か ○

らの報告の

徴収及び営

業所等への

立入調査等

の実施（条

例32①）

 指定商品 ○

の売渡し，

価格の引下

げ等の勧告

に従わない

場合又は虚

偽の報告，

調査の拒否

等をした場

合 の 公 表

（条例33Ⅱ

Ⅲ）

 国等への ○

適切な措置

をとること

の 要 請 等

（条例34）

 苦情の処 ○

理

４ 国民生  標準価格 ○

活安定緊 又は販売価

急措置法 格の表示の

（昭和48 指示に従わ

年法律第 なかった旨

121号。 の公表（法

以下この ６③）

項中「法」  地域的事 ○

という。） 情等が異な

の施行に る場合の指

関する事 定物質の妥

務 当な価格の

認定（法７

①）

 販売価格 ○

引下げの指

示に従わな

かったとき

の公表（法

７②）

 苦情の処 ○

理

５ 生活関  特定物資 ○
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連物資等 の価格の動

の買占め 向及び需給

及び売惜 の状況に関

しみに対 する調査の

する緊急 実施（法３）

措置に関  特定物資 ○

する法律 の売渡しの

（昭和48 命令に係る

年法律第 当事者間の

48号。以 協議ができ

下この項 ず，又は協

中「法」 議が整わな

という。） いと認める

の施行に ときの裁定

関する事 及びその通

務 知（法４④

⑤）

 苦情の処 ○

理

６ 消費者  消費者行 ○

行政に関 政の基本方

する事務 針の決定

この項  消費者行 ○

中鹿児島 政に関する

県民の消 各部間の総

費生活の 合調整

安定及び  安全を害 ○

向上に関 するおそれ

する条例 がある商品

を 「 条 等の調査及

例」，鹿 び事業者に

児島県民 対する資料

の消費生 の提出又は

活の安定 説明の要求

及び向上 （条例８）

に関する  安全を害 ○

条例施行 するおそれ

規則（昭 がある商品

和52年鹿 等の供給の

児島県規 中止，回収

則第66号 等の勧告及

の２）を び事業者か

「規則」 らの報告の

という。 徴収（条例

９）

 自主基準 ○

の設定，変

更又は廃止

の届出の処

理並びに事
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業者団体に

対する指導

及 び 助 言

（条例11②

③）

 商品の規 ○

格，表示等

に関する県

の基準の設

定等（条例

12）

 県の基準 ○

及び自主基

準の周知啓

発

 県の基準 ○

の遵守勧告

（条例13②）

 不当な取 ○

引行為の調

査及び事業

者に対する

資料の提出

又は説明の

要求（条例

14の２）

 不当な取 ○

引行為の是

正の勧告及

び消費者へ

の情報提供

（条例14の

３）

 消費者苦 ○ 消費生

情の処理の 活セン

申出に係る ター所

調査及びあ 長 大

っせんその 島支庁

他の措置並 長

びに資料の

提出又は説

明 の 要 求

（条例25①

②）

 生活安定 ○

審議会への

調停の付議

（条例25③）

 訴訟資金 ○

の貸付けの
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可否及び貸

付額の決定

（増額貸付

けの場合を

含む。）並

びに貸付決

定の取消し

並びに訴訟

活動の援助

等（条例26，

規 則 14③

〔12〕，18）

 貸付金の ○

返還猶予又

は免除の決

定及びそれ

の通知（条

例27②，規

則16③，17

①③）

 安全を害 ○

するおそれ

がある商品

等に係る資

料の提出を

せず，虚偽

の資料の提

出等をし，

安全確保等

の勧告に従

わず，又は

立入検査の

拒否等をし

た事業者の

氏名等の公

表（条例33）

 訴訟資金 ○

の借受者か

らの届出の

処理（規則

20）

 訴訟資金 ○

の借受者か

らの訴訟経

過等の報告

の徴収（規

則21）

７ 消費生  組合員以 ○

活協同組 外の者の組

合法（昭 合の事業の
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和23年法 利用に係る

律 第 200 組合に対す

号。以下 る許可又は

この項中 当該許可を

「法」と 受けていな

いう。） い組合に対

の施行に する措置命

関する事 令等（法12

務 ④ⅡⅢ⑥）

 組合の定 ○

款等の変更

等の認可又

は不認可の

決定等（法

40④⑤⑥⑦

〔58，59〕）

 共済事業 ○

に係る経理

の他の経理

への資金運

用等の承認

（法50の４

ただし書）

 資産運用 ○

の方法等の

承認（法50

の14ただし

書）

 組合設立 ○

に関する報

告書の提出

要求等（法

57②，59③）

 組合の設 ○

立又は合併

の認可又は

不認可の決

定等（法58，

59①，69①

② 〔 5 8 ，

59〕）

 組合設立 ○

認可に関す

る証明書の

交付（法59

②）

 第三者に ○

対する組合

設立に関す

る照会を発
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したときの

発起人への

通知（法59

③）

 組合の解 ○

散の認可又

は不認可の

決定等（法

62②③〔57

② ， 5 8 ，

59〕）

 解散組合 ○

の継続の認

可又は不認

可の決定等

（法63①③

〔58，59〕）

 組合員の ○

減少による

解散の届出

の処理（法

64②）

 組合の解 ○

散を命じた

場合の解散

登記の嘱託

（法89②）

 組合から ○

の報告の徴

収（法93，

93の２）

 組合の検 ○

査 の 実 施

（法94）

 法令の違 ○

反等に係る

措 置 命 令

（法95①）

 法令の違 ○

反等に係る

措置命令に

従わない場

合の事業の

停 止 命 令

（法95②）

 法令の違 ○

反等の場合

等の組合の

解 散 命 令

（法95③）
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 法令等に ○

違反する議

決又は選挙

若しくは当

選の取消し

（法96）

 組合の実 ○

態調査の実

施

８ 不当景  違反行為 ○

品類及び をした事業

不当表示 者等に対す

防 止 法 る措置命令

（昭和37 及び事業者

年法律第 に対する資

134号） 料の提出の

の施行に 要求並びに

関する事 その結果の

務 消費者庁長

この項 官への報告

中不当景 （法７，政

品類及び 令23①②）

不当表示  事業者か ○ ○ 地域振 地域振

防止法を らの報告の 興局長 興局長

「法」， 徴収及び立 支庁 及び支

不当景品 入検査の実 長 庁 長

類及び不 施並びにそ は，報

当表示防 の結果の消 告の徴

止法施行 費者庁長官 収及び

令（平成 へ の 報 告 立入検

21年政令 （法29①， 査等の

第218号） 政令23①②） 実施に

を「政令」 限る。

という。  消費者， ○

事業者等に

対する法の

周知啓発

９ 消費生  販売事業 ○ ○ 地域振 地域振

活用製品 者又は特定 興局長 興局長

安 全 法 保守製品取 支庁 及び支

（昭和48 引事業者か 長 庁 長

年法律第 らの報告の は，報

31号）の 徴収及び立 告の徴

施行に関 入検査の実 収及び

する事務 施並びにそ 立入検

この項 の結果の経 査の実

中消費生 済産業大臣 施に限

活用製品 へ の 報 告 る。

安全法を （法40①，

「法」， 41①，政令
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消費生活 14①②）

用製品安  販売事業 ○ ○ 地域振 地域振

全法施行 者又は特定 興局長 興局長

令（昭和 保守製品取 支庁 及び支

49年政令 引事業者に 長 庁 長

第48号） 対する消費 は，提

を「政令」 生活用製品 出命令

という。 の提出命令 及び損

及び損失補 失補償

償の決定並 の決定

びにその結 に 限

果の経済産 る。

業大臣への

報告（法42

①③，政令

14①②）

10 家庭用  表示事項 ○ ○ 地域振 地域振

品品質表 の表示又は 興局長 興局長

示法（昭 遵守事項の 支庁 及び支

和37年法 遵守に係る 長 庁 長

律第104 指示及びそ は，指

号）の施 の結果の消 示に限

行に関す 費者庁長官 る。

る事務 へ の 報 告

この項 （法４①，

中家庭用 政令４①⑥）

品品質表  指示に従 ○

示 法 を わない販売

「法」， 事業者の氏

家庭用品 名等の公表

品質表示 及び消費者

法施行令 庁長官との

（昭和37 協議（法４

年政令第 ③，政令４

390号） ①⑤）

を「政令」  品質の表 ○ ○ 地域振

という。 示に関する 興局長

申出の処理 支庁

及びそれに 長

係る調査の

実施（法10

①②，政令

４①）

 販売業者 ○ ○ 地域振 地域振

からの報告 興局長 興局長

の徴収及び 支庁 及び支

立入検査の 長 庁 長

実施並びに は，報

その結果の 告の徴

消費者庁長 収及び
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官への報告 立入検

（法19②， 査の実

政令４①② 施に限

⑥） る。

11 電気用  販売事業 ○ ○ 地域振 地域振

品安全法 者からの業 興局長 興局長

（昭和36 務報告の徴 支庁 及び支

年法律第 収及び立入 長 庁 長

234号） 検査の実施 は，業

の施行に 並びにその 務報告

関する事 結果の経済 の徴収

務 産業大臣へ 及び立

この項 の報告（法 入検査

中電気用 45①，46①， の実施

品安全法 政令５） に 限

を「法」， る。

電気用品  販売事業 ○ ○ 地域振 地域振

安全法施 者に対する 興局長 興局長

行令（昭 電気用品の 支庁 及び支

和37年政 提出命令及 長 庁 長

令第324 びその結果 は，提

号 ） を の経済産業 出命令

「政令」 大臣への報 及び損

という。 告並びに損 失補償

失補償の決 の決定

定（法46の に 限

２①②，政 る。

令５）

12 割賦販  個別信用 ○

売法（昭 購入あっせ

和36年法 ん業者に対

律第159 する改善命

号）の施 令及びその

行に関す 結果の経済

る事務 産業大臣へ

この項 の報告（法

中割賦販 35の３の21

売 法 を ①，政令33

「法」， ①Ⅰ②Ⅰ④）

割賦販売  個別信用 ○

法施行令 購入あっせ

（昭和36 ん業者に対

年政令第 する業務の

341号） 停止命令及

を「政令」 びその結果

という。 の経済産業

大臣への報

告（法35の

３の32②，

政令33①Ⅱ
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②Ⅱ④）

 許可割賦 ○

販売業者等

からの報告

の徴収及び

その結果の

経済産業大

臣への報告

（法40①⑤，

政令33③④）

 個別信用 ○

購入あっせ

ん業者等か

らの報告の

徴収及びそ

の結果の経

済産業大臣

へ の 報 告

（法40③⑩，

政令33①Ⅲ

②Ⅲ④）

 許可割賦 ○

販売業者等

に対する立

入検査の実

施及びその

結果の経済

産業大臣へ

の報告（法

41①，政令

33③④）

 個別信用 ○

購入あっせ

ん業者等に

対する立入

調査の実施

及びその結

果の経済産

業大臣への

報告（法41

①，政令33

①Ⅲ②Ⅲ④）

13 特定商  禁止行為 ○

取引に関 に違反した

する法律 場合等にお

（昭和51 ける販売業

年法律第 者等に対す

57号。） る指示及び

の施行に その結果の

関する事 主務大臣へ



- 22 -

鹿 児 島 県 公 報 平成31年３月29日（金）第3506号の17

務 の報告（法

この項 ７，14，22，

中特定商 38，46，56，

取引に関 58の12，政

する法律 令19①②③

を「法」， ⑦）

特定商取  販売業者 ○

引に関す 等に対する

る法律施 業務の停止

行令（昭 命令等及び

和51年政 その結果の

令第295 主務大臣へ

号 ） を の報告（法

「政令」 ８，８の２，

という。 15，15の２，

23，23の２，

39，39の２，

47，47の２，

57，57の２，

58の13，58

の13の２，

政令19①②

③⑦）

 販売業者 ○

等に対する

報告の徴収，

物件の提出

命令及び立

入検査の実

施並びにそ

の結果の主

務大臣への

報告（法66

①，政令19

①②③⑦）

14 ゴルフ  禁止行為 ○

場等に係 に違反した

る会員契 場合におけ

約の適正 る会員制事

化に関す 業者等に対

る 法 律 する指示及

（平成４ びその結果

年法律第 の主務大臣

53号）の へ の 報 告

施行に関 （法10，政

する事務 令８①②）

この項  会員制事 ○

中ゴルフ 業者等に対

場等に係 する業務の

る会員契 停止命令等
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約の適正 及びその結

化に関す 果の主務大

る法律を 臣への報告

「法」， （法11，政

ゴルフ場 令８①②）

等に係る  会員制事 ○

会員契約 業者等に対

の適正化 する報告の

に関する 徴収及び立

法律施行 入検査の実

令（平成 施並びにそ

５年政令 の結果の主

第19号） 務大臣への

を「政令」 報告（法17

という。 ①，政令８

①②）

15 貸金業  貸金業者 ○

法（昭和 の登録及び

58年法律 それに係る

第32号） 通知（法３

の施行に ①，５②）

関する事  貸金業者 ○

務 の登録の拒

この項 否及びそれ

中貸金業 に係る通知

法 を （法６）

「法」，  貸金業者 ○

貸金業法 の登録に係

施行細則 る関係機関

（昭和58 への意見聴

年鹿児島 取又は照会

県規則第 （法６，８

81号）を ②，44の２

「規則」 ①）

という。  変更の届 ○

出の処理及

び変更事項

の登録（法

８①②）

 貸金業者 ○

登録簿の閲

覧の承認，

停止等（法

９，規則７）

 廃業等の ○

届出の処理

（法10①）

 貸金業者 ○

に対する業

務改善命令
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（法24の６

の３①）

 貸金業者 ○

に対する業

務の停止命

令及び登録

の 取 消 し

（法24の６

の４①，24

の６の５，

24の６の６

①Ⅱ）

 貸金業者 ○

に対する業

務の停止命

令及び登録

の取消しに

係る関係機

関への意見

聴取又は照

会（法24の

６の４①，

24の６の５

①，44の２

③）

 貸金業者 ○

の役員の解

任命令（法

24の６の４

②）

 貸金業者 ○

の営業所等

の所在地を

確知できな

い場合等の

公告及び登

録の取消し

（法24の６

の６①Ⅰ）

 貸金業者 ○

の登録の抹

消（法24の

６の７）

 貸金業者 ○

に対する処

分 の 公 告

（法24の６

の８）

 事業報告 ○

書 の 処 理
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（法24の６

の９）

 貸金業者 ○

等からの報

告徴収及び

立入検査の

実施（法24

の６の10①

②③④）

 貸金業協 ○

会に加入し

ていない貸

金業者に対

する社内規

則の作成若

しくは変更

の命令若し

くは承認又

は承認を受

けた社内規

則の変更等

の承認（法

24の６の12

②③④）

 貸金業協 ○

会に対する

協 力 要 請

（法41の８）

16 消費者 事業者に対 ○

安 全 法 する報告の徴

（平成21 収，立入調査

年法律第 の実施及び物

50号）の 品の集取並び

施行に関 にその結果の

する事務 消費者庁長官

この項 への報告（法

中消費者 45①，政令10

安全法を ①⑤）

「法」，

消費者安

全法施行

令（平成

21年政令

第220号）

を「政令」

という。

17 金融広  金融庁長 ○

報に関す 官に対する

る事務 多年にわた

り金融に係
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る知識の普

及・向上に

功績のあっ

た個人若し

くは団体の

表彰内申

 金融広報 ○

中央委員会

長に対する

金融広報ア

ドバイザー

の内申

 金融広報 ○

に係る金融

広報中央委

員会の助成

金に関する

事業計画書

及び精算書

の提出

別表第６世界文化遺産課の表を削る。

別表第６環境林務課の表中「環境林務課」を「環境林務課（地球温暖化対策室を含む。）」

に改め，同表に次の４項を加える。

19 地球温  温室効果 ○

暖化対策 ガスの排出

の推進に の抑制等の

関する法 ための総合

律（平成 的かつ計画

10年法律 的な施策の

第117号。 策定（法19

以下この ②）

項中「法」  地方公共 ○

という。） 団体実行計

の施行に 画の策定及

関する事 び公表（法

務 21①⑧）

 地方公共 ○

団体実行計

画の策定に

係る関係地

方公共団体

の意見の聴

取（法21⑦）

 地方公共 ○

団体実行計

画に基づく

措置及び施

策の実施状

況 の 公 表

（法21⑩）
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 地方公共 ○

団体実行計

画の達成の

ための関係

行政機関の

長等に対す

る意見の申

述等（法21

⑪）

 地方公共 ○

団体実行計

画協議会の

設置（法22）

 地球温暖 ○

化防止活動

推進員の委

嘱（法37①）

 地球温暖 ○

化防止活動

推進センタ

ー の 指 定

（法38①）

20 鹿児島  地球温暖 ○

県地球温 化対策実行

暖化対策 計画の策定

推進条例 及び変更並

（平成22 びにそれら

年鹿児島 の公表（条

県条例第 例８①④⑤

16号。以 ⑥）

下この項  地球温暖 ○

中「条例」 化対策実行

という。） 計画に基づ

の施行に く措置の実

関する事 施状況の公

務 表（条例９）

 温室効果 ○

ガス排出抑

制計画等の

公表（条例

16）

 温室効果 ○

ガスの吸収

の量の認証

（条例20）

 建築物温 ○

暖化対策指

針の策定及

び変更並び

にそれらの
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公表（条例

26）

 温室効果 ○

ガスの排出

の抑制等に

積極的に取

り組んでい

ると認めら

れるものの

公表（条例

33①）

 地球温暖 ○

化対策に積

極的に取り

組む事業者

等 の 表 彰

（条例33②）

 事業者等 ○

に対する指

導及び助言

（条例34）

 温室効果 ○

ガス排出抑

制計画等を

提出したも

のに対する

報告又は資

料の提出の

要求（条例

35）

 特定事業 ○

者等に対す

る必要な措

置 の 勧 告

（条例36）

 勧告に従 ○

わない場合

の公表（条

例37）

21 省資源  省資源・ ○

・省エネ 省エネルギ

ルギー対 ー対策の推

策の推進 進に関する

に関する 各部間の総

事務 合調整

 省資源・ ○

省エネルギ

ー対策の推

進に関する

調査の実施
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22 エネル  エネルギ ○

ギーの使 ー管理統括

用の合理 者又はエネ

化等に関 ルギー管理

する法律 企画推進者

（昭和54 の選任又は

年法律第 解任につい

49号。以 ての経済産

下この項 業大臣への

中「法」 届出（法８

という。） ③，９③）

の施行に  中長期的 ○

関する事 な計画の作

務 成及び主務

大臣への提

出（法15①）

 エネルギ ○

ーの使用量

等の主務大

臣への報告

（法16①）

別表第６地球温暖化対策課の表を削る。

別表第６廃棄物・リサイクル対策課の表10の項事務の種類の欄中「美しく豊かな自然を保護

するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関す

る法律」を「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境並びに海洋

環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律」に改める。

別表第６自然保護課（奄美世界自然遺産登録推進室を含む。）の表中８の項を９の項とし，

７の項の次に次の１項を加える。

８ 指定外  指定外来 ○

来動植物 動植物被害

による鹿 防止基本方

児島の生 針の策定及

態系に係 び変更並び

る被害の にそれらの

防止に関 公表（条例

する条例 ６①④⑤⑥）

（平成31  指定外来 ○

年鹿児島 動植物被害

県条例第 防止基本方

24号。以 針の策定及

下この項 び変更に係

中「条例」 る諮問（条

という。） 例６③⑥）

の施行に  指定外来 ○

関する事 動植物の指

務 定及び解除

並びにそれ

らに係る告

示（条例７

①②④⑦⑨
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⑩）

 指定外来 ○

動植物の指

定及び解除

に係る諮問

（条例７③

⑩）

 公聴会の ○

開催（条例

７⑥）

 指定外来 ○

動植物の飼

養等をする

者又は指定

外来動植物

の販売を業

とする者に

対する助言

又 は 指 導

（条例11）

 指定外来 ○

動植物を適

合飼養等施

設に収容し

ていない者

等に対する

勧告及びそ

の内容等の

公表（条例

12）

 指定外来 ○

動植物の防

除等の措置

（条例13）

 土地への ○

立入り等の

実施（条例

14①）

 損失補償 ○

の決定（条

例15）

 外来動植 ○

物対策推進

員 の 委 嘱

（条例16①）

別表第６環境保全課の表５の項第６号中「４①」を「３⑦，４①」に改め，同項第７号中

「４③，５①」を「３⑧，４③，５①」に改め，同項第10号中「汚染除去等の措置を講ずべき

旨」を「汚染除去等計画を提出すべき旨」に改め，同項中第44号を第49号とし，第34号から第

43号までを５号ずつ繰り下げ，第33号を第36号とし，同号の次に次の２号を加える。

 国等が行う汚染土 ○
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壌の処理の事業（埋

立処理施設を汚染土

壌の処理の事業の用

に供するものに限

る。）に係る協議

（法27の５①）

 国等が行う汚染土 ○

壌の処理の事業（埋

立処理施設を汚染土

壌の処理の事業の用

に供するものを除

く。）に係る協議

（法27の５①）

別表第６環境保全課の表５の項中第32号を第35号とし，第16号から第31号までを３号ずつ繰

り下げ，同項第15号中「12④」を「12⑤」に改め，同号を同項第18号とし，同項第14号中「12

①②③」を「12①②③④」に改め，同号を同項第17号とし，同項中第13号を第16号とし，同項

第12号中「７⑤」を「７⑩」に改め，同号を同項第15号とし，同項第11号中「７④」を「７⑧」

に改め，同号を同項第14号とし，同項第10号の次に次の３号を加える。

 汚染除去等計画の ○

提出命令（法７②）

 汚染除去等計画の ○

変更命令（法７④）

 汚染除去等の措置 ○

の実施制限期間の短

縮の承認及びその通

知（法７⑤）

別表第６森林経営課の表に次の１項を加える。

12 森林経  確知所有 ○

営管理法 者不同意森

（平成30 林に関する

年法律第 裁定の申請

35号。以 があった場

下この項 合の通知及

中「法」 び意見書の

という。） 提出の機会

の施行に の供与（法

関する事 18①）

務  確知所有 ○

者不同意森

林に関する

裁定（法19

①）

 確知所有 ○

者不同意森

林に関する

裁定及びそ

の内容変更

の通知（法

20①）

 所有者不 ○
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明森林に関

す る 裁 定

（法27①）

 所有者不 ○

明森林に関

する裁定並

びにその内

容変更の通

知及び公告

（法28①）

 経営管理 ○

実施権の設

定を受ける

ことを希望

する民間事

業者の公募

及 び 公 表

（法36①②）

 林業経営 ○ ○ 地域振

者に対する 興局長

指導及び助 支庁

言（法45） 長

 森林経営 ○

管理事務の

代替執行及

びその公告

（法48①③）

 経営管理 ○ ○ 地域振

についての 興局長

市町村に対 支庁

す る 援 助 長

（法49）

別表第６保健医療福祉課の表４の項第２号中「７の２⑥」を「７の２⑤，７の３⑦⑧」に改

め，同項第９号中「６の11②」を「６の13②」に改め，同項第14号中「７の２③⑦」を「７の

２③⑥」に改め，同項中第24号を削り，第25号を第24号とし，第26号から第28号までを１号ず

つ繰り上げ，同項第29号中「診療録等の提出の命令」を「病院等の開設者等に対する診療録等

の提出命令及び立入検査の実施」に改め，同号を同項第28号とし，同項中第30号を第29号とし，

第31号から第37号までを１号ずつ繰り上げ，同項第38号中「30の４①⑯」を「30の４①⑱」に

改め，同号を同項第37号とし，同項第39号中「30の４⑭」を「30の４⑯」に改め，同号を同項

第38号とし，同項第40号中「30の４⑮」を「30の４⑰」に改め，同号を同項第39号とし，同項

中第41号を第40号とし，第42号から第44号までを１号ずつ繰り上げ，第45号を第44号とし，同

号の次に次の１号を加える。

 構想区域等ごとの ○ ○ 地域振 部長は，

協議の場の設置及び 興局長 本庁が実

地域医療構想の達成 支庁 施するも

の推進に関する関係 長 のに限る。

者との協議（法30の

14）

別表第６保健医療福祉課の表４の項中第46号を削り，第47号を第46号とし，第48号から第50

号までを１号ずつ繰り上げ，同項第51号中「医療従事者の確保等に関する施策の策定及び」を
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「地域医療対策協議会の設置並びに医師の確保に関する関係者との協議及び協議が調った事項

の」に改め，同号を同項第50号とし，同項中第52号を第51号とし，第53号から第57号までを１

号ずつ繰り上げ，同項第58号中「又は介護老人保健施設」を「，介護老人保健施設又は介護医

療院」に改め，同号を同項第57号とし，同項中第59号を第58号とし，第60号から第77号までを

１号ずつ繰り上げ，同項第78号中「70の３」を「70の３①」に改め，同号を同項第77号とし，

同項中第79号を第78号とし，第80号から第105号までを１号ずつ繰り上げ，第106号を第105号

とし，同号の次に次の１号を加える。

(106) 医師の宿直の特例 ○ 保健所

に係る体制が確保さ 長

れていることの確認

（省令９の15の２）

別表第６保健医療福祉課の表23の項に次の１号を加える。

 安定ヨウ素剤の整 ○

備及び廃棄処分

別表第６社会福祉課の表６の項中第39号を第40号とし，第34号から第38号までを１号ずつ繰

り下げ，同項第33号中「法」を「法77の２，」に改め，同号を同項第34号とし，同項中第32号

を第33号とし，第29号から第31号までを１号ずつ繰り下げ，同項第28号中「55の５」を「55の

６」に改め，同号を同項第29号とし，同項第27号の次に次の１号を加える。

 進学準備給付金の ○ 地域振

支給（法55の５①） 興局長

支庁

長

別表第６生活衛生課の表に次の１項を加える。

33 住宅宿  住宅宿泊 ○

泊事業法 事業を営む

（平成29 旨の届出の

年法律第 処理及び当

65号。以 該届出に係

下この項 る住宅の所

中「法」 在する保健

という。） 所設置市の

の施行に 長への通知

関する事 （法３①⑦）

務  住宅宿泊 ○

事業の変更

の届出の処

理及び当該

届出に係る

住宅の所在

する保健所

設置市の長

へ の 通 知

（法３④⑦）

 住宅宿泊 ○

事業の廃業

等の届出の

処理及び当

該届出に係

る住宅の所

在する保健
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所設置市の

長への通知

（法３⑥⑦）

 住宅宿泊 ○

事業者から

の定期報告

の受理（法

14）

 住宅宿泊 ○ ○ 保健所 課 長

事業者に対 長 は，本

する業務改 庁が実

善命令（法 施する

15） ものに

限る。

 住宅宿泊 ○

事業者に対

する業務停

止命令及び

住宅宿泊事

業の廃止命

令（法16）

 住宅宿泊 ○ ○ 保健所 課 長

事業者から 長 は，本

の報告の徴 庁が実

収及び立入 施する

検査の実施 ものに

（法17①） 限る。

 住宅宿泊 ○ ○ 保健所 課 長

管理業者に 長 は，本

対する業務 庁が実

改 善 命 令 施する

（法41②） ものに

限る。

 国土交通 ○

大臣に対す

る住宅宿泊

管理業者の

登録の取消

し等の要請

（法42②）

 住宅宿泊 ○ ○ 保健所 課 長

管理業者か 長 は，本

らの報告の 庁が実

徴収及び立 施する

入検査の実 ものに

施（法45②） 限る。

別表第６薬務課の表10の項第２号中「災害用救急医薬品等」を「災害時緊急医薬品等（安定

ヨウ素剤を除く。）」に改め，同項第４号中「はぶ対策事業」を「ハブ対策事業」に改め，同

項第７号中「策定」を「策定等」に改める。

別表第６高齢者生き生き推進課の表１の項事務の種類の欄中「法」」の次に「，社会福祉法
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（昭和26年法律第45号）を「社福法」」を，「省令」」の次に「，社会福祉法人に対する助成

の手続に関する条例（昭和38年鹿児島県条例第58号）を「条例」」を加え，同項第17号中「社

会福祉法」を「社福法」に改め，同項第18号中「社会福祉法」を「社福法」に，「社会福祉法

人に対する助成の手続に関する条例」を「条例」に改め，同項第19号中「社会福祉法」を「社

福法」に改め，同項中第27号を第29号とし，第24号から第26号までを２号ずつ繰り下げ，同項

第23号中「29⑪」を「29⑬」に改め，同号を同項第24号とし，同号の次に次の１号を加える。

 有料老人ホームの ○

設置者に対する事業

の制限又は停止命令

（法29⑭）

別表第６高齢者生き生き推進課の表１の項第22号中「29⑨」を「29⑪」に改め，同号を同項

第23号とし，同項第21号の次に次の１号を加える。

 有料老人ホーム情 ○

報の公表（法29⑩）

別表第６高齢者生き生き推進課の表２の項事務の種類の欄中「（昭和26年法律第45号）」及

び「（昭和38年鹿児島県条例第58号）」を削る。

別表第６商工政策課の表に次の１項を加える。

14 地域産  地域産業 ○

業を支え を支える人

る人財の 財の確保及

確保及び び育成に関

育成に関 する各部間

する事務 の総合調整

 地域産業 ○ 人財確

を支える人 保育成

財の確保及 監専決

び育成に係

る施策の実

施に関する

関係機関，

団体等との

連絡調整

 地域産業 ○ 人財確

を支える人 保育成

財の確保及 監専決

び育成に必

要な資料の

収集及び調

査の実施

 地域産業 ○ 人財確

を支える人 保育成

財の確保及 監専決

び育成に関

する事業の

実施

別表第６経営金融課の表７の項第２号中「９①②③⑥」を「９①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑮」に改

め，同項第３号中「特別贈与認定中小企業者等」を「第一種特別贈与認定中小企業者等」に，

「12①③⑤⑦⑨⑩⑪⑭」を「12①③⑤⑦⑨⑩⑪⑭⑮⑯⑰⑱⑲⑳㉑㉒㉓㉔㉕㉖㉗㉘㉙㉚㉛」に改

め，同項第４号中「経営承継贈与者」を「第一種経営承継贈与者等」に，「13①③」を「13①

③④⑤⑥」に改め，同項第５号中「経営承継贈与者」を「第一種経営承継贈与者等」に，「13



- 36 -

鹿 児 島 県 公 報 平成31年３月29日（金）第3506号の17

④⑤」を「13⑦⑧」に改め，同項第６号中「特定後継者等」を「特例後継者等」に改め，同項

第７号中「16①③，17①②④」を「17①④，18①②③④⑦」に改め，同項第８号中「18①③」

を「19①③」に改め，同項に次の１号を加える。

 特例承継計画に係 ○

る報告の確認及び確

認書の交付又は確認

をしない旨の決定の

通知（省令20①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫

⑬⑭）

別表第６経営金融課の表８の項第１号中「70の７㉛，70の７の２㉛，70の７の４⑯」を「70

の７㉟，70の７の２㊵，70の７の４⑳」に改め，同項第２号中「70の７㉜，70の７の２㉜，70

の７の４⑰」を「70の７㊱，70の７の２㊶，70の７の４㉑」に改める。

別表第６雇用労政課の表中14の項を15の項とし，同表13の項第１号中「５①⑥⑦」を「５①

⑦⑧」に改め，同項第２号中「５③」を「５④」に改め，同項を同表14の項とし，同表12の項

第１号中「41①③」を「37①③」に，「41③」を「37③」に改め，同項第２号中「41④⑤」を

「37④⑤」に改め，同項第３号中「43の２」を「42」に改め，同項第４号中「43の３」を「43」

に改め，同項を同表13の項とし，同表中11の項を12の項とし，７の項から10の項までを１項ず

つ繰り下げ，６の項の次に次の１項を加える。

７ 鹿児島 授業料の減 ○ 高等技

県立職業 免（条例５） 術専門

能力開発 校長

校 条 例

（昭和44

年鹿児島

県条例第

30号。以

下この項

中「条例」

という。）

の施行に

関する事

務

別表第６雇用労政課の表の次に次の１表を加える。

外国人材受入活躍支援課

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

外国人材  外国人材 ○

の受入れ・ の受入れ・

共生に関す 共生に関す

る施策の企 る各部間の

画及び総合 総合調整

調整並びに  外国人材 ○

実施に関す の受入れ・
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る事務 共生に係る

施策の実施

に関する関

係機関，団

体等との連

絡調整

 外国人材 ○

の受入れ・

共生に必要

な資料の収

集及び調査

の実施

 外国人材 ○

の受入れ・

共生に関す

る事業の実

施

別表第６農政課の表中「農政課」を「農政課（かごしまの食輸出戦略室及びかごしまの食ブ

ランド推進室を含む。）」に改め，同表10の項第３号及び第５号中「かごしまブランド対策監

専決」を削り，同表に次の５項を加える。

16 日本農 日本農林規 ○

林規格等 格の制定，確

に関する 認，改正及び

法律（昭 廃止の農林水

和25年法 産大臣に対す

律第175 る申出（法４

号。以下 ①，５）

この項中

「法」と

いう。）

の施行に

関する事

務

17 鹿児島  諸施策実 ○

県食の安 施に関する

心・安全 関係機関，

推進条例 団体等との

（平成22 連 絡 調 整

年鹿児島 （条例７）

県条例第  食の安心 ○

54号。以 ・安全の確

下この項 保に関する

中「条例」 基本的な計

という。） 画（以下こ

の施行に の項中「基

関する事 本計画」と

務 いう。）の

策定及び公

表（条例９

①④）
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 基本計画 ○

に基づく施

策の実施状

況 の 公 表

（条例10）

 諸施策実 ○

施に関する

各部間の総

合調整

18 認証制  認証機関 ○

度の推進 の指定及び

に関する 取消し

事務  認証要領 ○

及び認証基

準の策定

 認証制度 ○

の啓発・指

導

 認証に関 ○

する報告の

徴収

19 米穀等  米穀事業 ○

の取引等 者に対する

に係る情 勧告及び命

報の記録 令並びにそ

及び産地 の内容の消

情報の伝 費者庁長官

達に関す 及び農林水

る 法 律 産大臣への

（平成21 報告（法９

年法律第 ①②，政令

26号）の ７①ⅠⅡ③）

施行に関  米穀事業 ○ ○ 地域振 地域振

する事務 者等からの 興局長 興局長

この項 報告の徴収 支庁 及び支

中米穀等 及び立入検 長 庁 長

の取引等 査の実施並 は，報

に係る情 びにその結 告の徴

報の記録 果の消費者 収及び

及び産地 庁長官及び 立入検

情報の伝 農林水産大 査の実

達に関す 臣への報告 施に限

る法律を （法10①， る。

「法」， 政令７①Ⅲ

米穀等の Ⅳ④）

取引等に

係る情報

の記録及

び産地情

報の伝達
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に関する

法律施行

令（平成

21年政令

第261号）

を「政令」

という。

20 食品表  食品関連 ○

示法（平 事業者に対

成25年法 する食品表

律第70号） 示基準を遵

の施行に 守すべき旨

関する事 の指示及び

務のうち その旨の公

品質表示 表並びにそ

の適正化 れらの内容

に関する の消費者庁

事務 長官及び農

この項 林水産大臣

中食品表 へ の 報 告

示 法 を （法６①，

「法」， ７，政令５

食品表示 ①Ⅰ③，６

法第15条 ①Ⅰ③）

の規定に  食品関連 ○

よる権限 事業者に対

の委任等 する指示に

に関する 係る措置命

政令（平 令及びその

成27年政 旨の公表並

令第68号） びにそれら

を「政令」 の内容の消

という。 費者庁長官

へ の 報 告

（法６⑤，

７，政令６

①Ⅱ③）

 食品関連 ○ ○ 地域振 地域振

事業者等か 興局長 興局長

らの報告の 支庁 及び支

徴収及び立 長 庁 長

入検査等の は，報

実施並びに 告の徴

それらの結 収及び

果の消費者 立入検

庁長官及び 査等の

農林水産大 実施に

臣への報告 限る。

（法８①②，

政令５①Ⅱ
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ⅢⅣ④，６

①ⅢⅣⅤ④）

 販売の用 ○

に供する食

品（酒類を

除く。）に

関する表示

についての

申出の受理，

それに関す

る調査並び

に調査結果

の消費者庁

長官及び農

林水産大臣

へ の 報 告

（法12①③，

政令５①Ⅴ

⑦，６①Ⅵ

⑦）

別表第６農業経済課の表13の項第54号中「及び縦覧書類の届出の処理」，「法97ⅩⅡ，」及

び「，231①ⅩⅩⅠ」を削る。

別表第６食の安全推進課の表を削る。

別表第６経営技術課の表中４の項を削り，５の項を４の項とし，６の項を５の項とし，７の

項を６の項とし，同表に次の６項を加える。

７ 植物防  有害動物 ○

疫法（昭 等に関する

和25年法 農林水産大

律第151 臣への報告

号）の施 （法21）

行に関す  農林水産 ○

る事務 大臣が定め

この項 る発生予察

中植物防 事業計画の

疫 法 を 承諾（法23

「法」， ②）

アリモド  防除計画 ○

キゾウム の策定（変

シ等防除 更を含む。）

条例（昭 並びにそれ

和27年鹿 に係る告示

児島県条 及び農林水

例第58号） 産大臣への

を「条例」 報告（法24

という。 ②④）

 薬剤及び ○

防除用器具

に関する補

助金の農林

水産大臣へ
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の交付申請

（法25②）

 植物の検 ○

疫及び有害

動物等の防

除措置（法

29①）

 発生予察 ○

事業の内容

及び結果の

農林水産大

臣への報告

（法31②）

 病害虫防 ○

除所の設置

の届出（法

32③）

 病害虫防 ○

除所の運営

に関する農

林水産大臣

へ の 報 告

（法32⑥）

 防除に関 ○

する農林水

産大臣への

報告（法37）

 アリモド ○

キゾウムシ

等防除員の

任命（条例

３②）

 アリモド ○

キゾウムシ

等の発生地

区及び警戒

地域の指定

並びにそれ

らに係る告

示（条例６

①，７①②）

 アリモド ○

キゾウムシ

等，甘しょ

等及び容器

包装の移動

許可（条例

８）

 市町村等 ○

に対する移
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動制限の協

力要請（条

例12）

８ 農薬取  販売者か ○ 地域振

締法（昭 らの届出の 興局長

和23年法 処理（法17 支庁

律第82号） ①） 長

の施行に  販売者等 ○

関する事 に対する報

務 告の徴収，

この項 農薬等の集

中農薬取 取及び立入

締 法 を 検査の実施

「法」， 並びにその

農薬取締 結果の農林

法施行令 水産大臣又

（昭和46 は環境大臣

年政令第 へ の 報 告

56号）を （法29①②，

「政令」 政令４①⑤）

という。  販売者及 ○ 地域振

び水質汚濁 興局長

性農薬の使 支庁

用者に対す 長

る報告の徴

収，農薬等

の集取及び

立入検査の

実施（法29

③）

 販売者に ○

対する農薬

の販売の制

限又は禁止

及びその旨

の農林水産

大臣への報

告（法31②

④，政令４

③⑥）

９ 肥料取  普通肥料 ○

締法（昭 の登録（法

和25年法 ４①②，７）

律第127  登録証の ○

号）の施 交付（法10）

行に関す  登録の有 ○

る事務 効期間の更

この項 新（法12②）

中肥料取  登録証の ○

締 法 を 書替交付及
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「法」， び 再 交 付

肥料取締 （法13）

法施行令  登録の失 ○

（昭和25 効届出等の

年政令第 処理（法15）

198号）  普通肥料 ○

を「政令」 生産業者の

という。 登録に関す

る公告及び

それに係る

農林水産大

臣等への通

知（法16）

 指定配合 ○

肥料の生産

業者等から

の届出の処

理（法16の

２）

 事故肥料 ○

の譲渡許可

及び事故肥

料成分票の

添 付 命 令

（法19②，

政令５①）

 普通肥料 ○

又は指定配

合肥料の生

産業者等に

対する施用

上の注意等

の表示命令

（法21）

 特殊肥料 ○ 地域振

の生産業者 興局長

等からの届 支庁

出 の 処 理 長

（法22）

 販売業務 ○ 地域振

についての 興局長

届出の処理 支庁

（法23） 長

 生産業者 ○ ○ 地域振 課 長

等からの報 興局長 は，普

告 の 徴 収 支庁 通肥料

（法29①③） 長 及び指

定配合

肥料に

係るも
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のに限

る。

 事業場等 ○ ○ 地域振 課 長

への立入検 興局長 は，本

査等の実施 支庁 庁が実

（法30①③） 長 施する

ものに

限る。

 報告徴収 ○

の結果又は

立入検査等

の結果に係

る農林水産

大臣への報

告（法29④，

30④）

 肥料の検 ○

査結果の公

表（法30⑦）

 生産業者 ○

等に対する

行政処分及

び農林水産

大臣等への

通知（法31

②③⑦）

 登録証の ○

回収（法31

⑥）

 適用除外 ○

の肥料の指

定及びこれ

に係る通知

（法35）

 事故肥料 ○

譲渡許可証

の交付（政

令４）

10 持続性  導入指針 ○

の高い農 の策定及び

業生産方 変更並びに

式の導入 それらの公

の促進に 表（法３①

関する法 ④⑤）

律（平成  導入計画 ○ 地域振

11年法律 （変更を含 興局長

第110号。 む。）の認 支庁

以下この 定（法４③， 長

項中「法」 ５③）

という。）  導入計画 ○ 地域振
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の施行に の認定の取 興局長

関する事 消し（法５ 支庁

務 ②） 長

 認定農業 ○ 地域振

者からの認 興局長

定導入計画 支庁

の実施状況 長

に係る報告

の徴収（法

９）

11 地力増  地力増進 ○

進法（昭 地域の指定

和59年法 及び指定の

律第34号。 解除並びに

以下この それらに係

項中「法」 る公表（法

という。） ４①③④）

の施行に  地力増進 ○

関する事 地域の指定

務 及び指定の

解除に係る

意見の聴取

（法４②④）

 地力増進 ○

対策指針の

策定（変更

を含む。以

下この項に

お い て 同

じ。）及び

公表（法６

①④⑤）

 地力増進 ○

対策指針の

策定に係る

意見の聴取

（法６③⑤）

 地力増進 ○

地域の農業

者に対する

勧告（法７

②）

 立入調査 ○

の実施（法

９①）

 土壌改良 ○

資材の表示

基準の設定

に係る農林

水産大臣へ
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の申出（法

11②）

別表第６農地整備課の表１の項第３号ケ中「68②〔18⑰」を「68④〔18⑱」に改め，同項第

４号ア中「18⑰」を「18⑱」に改め，同号ア中をとし，同号ア中「68②〔18⑰」を

「68④〔18⑱」に改め，同号アを同号アとし，同号ア中「18⑰」を「18⑱」に改め，同

号アを同号アとし，同号ア中からまでを同号アからまでとし，同号ア中「員外

受益者」を「特定受益者」に，「36⑨」を「36⑩」に改め，同号アを同号アとし，同号ア

中「員外受益者」を「特定受益者」に，「36⑧」を「36⑨」に改め，同号アを同号アと

し，同号アを同号アとし，同号ア中「29の３①」を「29の４①」に改め，同号アを同

号とし，同号アの次に次のように加える。

 土地改良区の ○ 地域振

決算関係書類の 興局長

受理（法29の２ 支庁

④） 長

別表第６農地整備課の表１の項第５号ア中「災害復旧」の次に「又は土地改良施設の突発

事故被害の復旧」を加え，同号ア及び同項第６号ア中「113の２①②」を「113の３①②」

に改め，同項第８号ア中「審査請求」を「決定に対する審査請求」に改め，同号ア中を

とし，同号ア中「113の２③」を「113の３③」に改め，同号アを同号アとし，同号ア

中「災害復旧」を「災害復旧等」に，「88①」を「87の５①」に改め，同号アを同号アと

し，同号アの次に次のように加える。

 農地中間管理 ○ 地域振

機構が農地中間 興局長

管理権を有する 支庁

農用地を対象と 長

する申請によら

ない事業の事業

計画の概要に係

る農地中間管理

機構の同意の取

得手続（法87の

３②）

 農地中間管理 ○ 地域振

機構が農地中間 興局長

管理権を有する 支庁

農用地を対象と 長

する申請によら

ない事業の事業

計画の決定に係

る市町村長との

協議並びに施行

地域内に土地改

良施設の管理者

として土地改良

区及び農業協同

組合等がある場

合の意見の聴取

（法87の３⑥）

 国有地等を事 ○ 地域振

業の施行地域と 興局長

するための承認 支庁
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申請（法87の３ 長

⑦〔５⑥〕）

 農用地以外の ○ 地域振

土地を事業の施 興局長

行地域とするた 支庁

めの同意の徴集 長

（法 8 7の３⑦

〔５⑦〕）

 農地中間管理 ○ 地域振

機構が農地中間 興局長

管理権を有する 支庁

農用地を対象と 長

する申請によら

ない事業の事業

計画の決定に係

る専門的知識を

有する技術者か

らの報告の聴取

（法 8 7の３⑦

〔８②〕）

 農地中間管理 ○

機構が農地中間

管理権を有する

農用地を対象と

する申請によら

ない事業の事業

計画の決定並び

にそれに係る公

告等及び決定に

対する審査請求

についての裁決

（法 8 7の３⑦

〔87⑤⑧〕）

 農業用用排水 ○ 国営事業

施設の変更を内 対策監専

容とする緊急耐 決

震工事計画の決

定（法87の４①）

 農業用用排水 ○ 地域振

施設の変更を内 興局長

容とする緊急耐 支庁

震工事計画の決 長

定に係る市町村

長との協議並び

に現存する土地

改良区及び農業

協同組合等を農

業用用排水施設

の管理者に予定

している場合の



- 48 -

鹿 児 島 県 公 報 平成31年３月29日（金）第3506号の17

協議（法87の４

②③）

 農業用用排水 ○ 地域振

施設の変更を内 興局長

容とする緊急耐 支庁

震工事計画の決 長

定に係る専門的

知識を有する技

術者からの報告

の聴取（法87の

４④〔８②〕）

 農業用用排水 ○

施設の変更を内

容とする緊急耐

震工事計画の事

業計画の決定並

びにそれに係る

公告等及び決定

に対する審査請

求についての裁

決（法 8 7の４

〔87⑤⑧〕）

別表第６農地整備課の表１の項第８号イ中「87の３①⑦」を「88①⑦」に改め，同号イ

中「87の３①」を「88①」に改め，同号イ中「87の３①②⑦⑫」を「88①②⑦⑫」に改め，

同号イ及び中「87の３④」を「88④」に改め，同号イ及び中「87の３⑥」を「88⑥」

に改め，同号イからまでの規定中「87の３⑥⑩⑬」を「88⑥⑩⑬」に改め，同号イを同

号イとし，同号イの次に次のように加える。

 農地中間管理 ○ 地域振

機構が農地中間 興局長

管理権を有する 支庁

農用地を対象と 長

する申請によら

ない事業の事業

計画の変更及び

事業の廃止に係

る農地中間管理

機構の同意の取

得手続（法88⑯）

別表第６農地整備課の表１の項第９号イ中「87の３④⑤」を「88④⑤」に改め，同項第13号

ア中「113の３①」を「113の４①」に改め，同号ア中「113の３②」を「113の４②」に改

め，同号ア中「113の３②Ⅱ」を「113の４②Ⅱ」に改め，同項第16号ア中「，48⑨，85⑤，

85の３④，87の２⑥，87の３⑥，96の２⑦，96の３⑤」を「〔48⑨，85⑤，85の３④，87の２

⑩，88⑥，96の２⑦，96の３⑤〕」に改める。

別表第６監理課用地対策室の表に次の１項を加える。

８ 所有者  事業の準 ○

不明土地 備のための

の利用の 土地立入り

円滑化等 等 の 許 可

に関する （法６）

特別措置  障害物の ○
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法（平成 伐採等の許

30年法律 可及びそれ

第49号。 に係る意見

以下この の聴取（法

項中「法」 ７①）

という。）  土地の立 ○

の施行に 入りを許可

関する事 した場合等

務 の許可証交

付（法８①

②）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請に係る

事業の実施

についての

関係市町村

長等からの

意見の聴取

（法11②③）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請の公告

及び縦覧並

びに確知所

有者等への

通知（法11

④⑤）

 土地使用 ○

権等の裁定

申請の却下

及びその通

知（法12）

 土地使用 ○

権等の裁定

並びにそれ

に係る公告

及び事業者

等への通知

（法13①②，

14）

 土地使用 ○

権等の裁定

をしようと

する場合の

収用委員会

からの意見

の聴取（法

13④）

 土地等使 ○
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用権の存続

期間の延長

の裁定申請

に係る事業

の実施につ

いての関係

市町村長等

からの意見

の聴取（法

19②〔11②

③〕）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定申請

の公告及び

縦覧並びに

確知所有者

等への通知

（ 法 1 9 ②

〔11④⑤〕）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定申請

の却下及び

そ の 通 知

（ 法 1 9 ②

〔12〕）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定並び

にそれに係

る公告及び

事業者等へ

の通知（法

19③④〔13

①②，14〕）

 土地等使 ○

用権の存続

期間の延長

の裁定をし

ようとする

場合の収用

委員会から

の意見の聴

取（法19④

〔13④〕）

 土地使用 ○
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権等の全部

又は一部の

譲渡の承認

及 び 公 告

（法22①②）

 土地使用 ○

権等又は土

地等使用権

の存続期間

の延長の裁

定等の取消

し及びそれ

に係る公告

（法23）

 使用権設 ○

定土地の原

状回復命令

等（法25①

②）

 事業に関 ○

する報告の

徴収及び事

務所等への

立入検査の

実施等（法

26）

 特定所有 ○

者不明土地

の収用又は

使用につい

ての裁定申

請の公告及

び縦覧並び

に確知所有

者等への通

知（法28，

37②）

 特定所有 ○

者不明土地

の収用又は

使用につい

ての裁定申

請の却下及

びその通知

（法29，37

②）

 特定所有 ○

者不明土地

の収用又は

使用につい
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ての裁定手

続の開始の

決定及び公

告並びに登

記 の 嘱 託

（法30，37

②）

 特定所有 ○

者不明土地

の収用又は

使用につい

ての裁定並

びにそれに

係る公告及

び起業者等

へ の 通 知

（法32①②，

33，37③④）

 特定所有 ○

者不明土地

の収用又は

使用につい

ての裁定を

しようとす

る場合の収

用委員会か

らの意見の

聴取（法37

④〔32④〕）

 特定所有 ○

者不明土地

の収用又は

使用につい

ての裁定申

請に係る立

入調査の実

施（法36，

37④）

別表第６建築課の表１の項事務の種類の欄中「規則」」の次に「，建築主事の所轄区域及び

建築確認区分の指定（平成19年３月30日鹿児島県告示第643号）を「告示」」を加え，同項第

21号中「18」を「18㉕」に改め，同項中第124号を第125号とし，第107号から第123号までを

１号ずつ繰り下げ，同項第106号中

「
○

を

」

「
○ ○ 地域振 地域振興

興局長 局長及び

支庁 支 庁 長

長 は，告示
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により指
に改め，同号を同項第107号と

定された

建築確認

区分に係

る建築物

に限る。
」

し，同項第105号中

「
○

を

」

「
○ ○ 地域振 地域振興

興局長 局長及び

支庁 支 庁 長

長 は，告示

により指
に改め，同号を同項第106号と

定された

建築確認

区分に係

る建築物

に限る。
」

し，同項中第104号を第105号とし，第96号から第103号までを１号ずつ繰り下げ，同項第95号

中「仮設建築物」を「仮設興行場等」に，「（法85①④⑤」を「及びそれに係る同意手続（法

85①④⑤⑥⑦」に，

「
○ 地域振

興局長
を

支庁

長
」

「
○ ○ 地域振 地域振興

興局長 局長及び

支庁 支 庁 長

長 は，指定

及び承認 に改め，同号を同項第96号とし，

並びに許

可に係る

ものに限

る。
」

同項第94号を同項第95号とし，同項第93号中「80の３②」を「80の２②」に改め，同号を同項

第94号とし，同項中第92号を第93号とし，第64号から第91号までを１号ずつ繰り下げ，同項第

63号中「建ぺい率」を「建蔽率」に改め，同号を同項第64号とし，同項中第62号を第63号とし，

第39号から第61号までを１号ずつ繰り下げ，同項第38号中「建ぺい率」を「建蔽率」に改め，

同号を同項第39号とし，同項第37号中「建ぺい率」を「建蔽率」に，「53①Ⅳ」を「53①Ⅵ」

に改め，同号を同項第38号とし，同項中第36号を第37号とし，第33号から第35号までを１号ず

つ繰り下げ，同項第32号中「52①Ⅵ」を「52①Ⅶ」に改め，同号を同項第33号とし，同項中第

31号を第32号とし，第26号から第30号までを１号ずつ繰り下げ，同項第25号中「敷地等」を

「敷地」に，「43①」を「43②Ⅱ」に改め，同号を同項第26号とし，同項第24号の次に次の１

号を加える。
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 敷地と道路との関 ○ 地域振

係に係る認定（法43 興局長

②Ⅰ） 支庁

長

別表第６建築課の表３の項第21号中「氏名」を「受験番号」に改め，同項第26号中「３」を

「４」に改め，同項第27号中「９」を「８」に改める。

別表第６危機管理防災課の表中「危機管理防災課」を「危機管理課（防災対策室を含む。）」

に改める。

附 則

この規則は，平成31年４月１日から施行する。


